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１．はじめに

本稿は、特許処分（発明者に特許権を付与する一
連の行政行為をいう１。以下、同じ）の公定力につ
いて、刑事訴訟における特許無効理由の審理の可否
に焦点をあてて検討を行うものである。

特許処分の公定力に関しては、知的財産法研究

者および行政法研究者のそれぞれの立場からの先行
研究が存在し２、行政行為の公定力に関する行政法
学説を踏まえつつ、特許侵害訴訟における無効理由
の審理に関する最判平成12年４月11日民集54巻４号
1368頁（キルビー判決）や、同判決後に導入された
特許法104条の３を題材に、重厚な議論が行われて
いる。他方、これらの議論の中心は民事訴訟である
侵害訴訟における特許処分の公定力であり、刑事訴
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